
ENVIRONMENT
資源循環
（廃棄物の削減）

資源の有効利用と廃棄物の削減に努めます 環境配慮方針1ー ❸

環境負荷の少ない事業執行に努めます 環境配慮方針2ー ❶

環 境 活 動

取 組 方 針

建設副産物の再資源化及びグリーン購入については、年度当初に目標を掲げ、全社的に共有して着実に取り
組んだ結果、目標値を達成することができました。また、建物内装材の分別解体についても、概ね高い再資源化
率を達成しましたが、板ガラスについては、ガラス自体が古く劣化しており再資源化できないなどの理由により、
発生量の半分近くは再資源化できませんでした。
今後も引き続き、目標を達成できるように全社的に取り組んでいきます。

自 己 評 価

まちや住まいをつくる過程において、事前に調査や検討を重ね、環境に配慮した事業計画と事業執行により、環
境負荷を極力少なくし持続的発展が可能なまち・住まいづくりを行います。
また、まちや住まいの計画、設計、建設、居住、改修、解体の各段階で、資源の有効利用と廃棄物の削減を進め
ます。

実 績

建設副産物の再資源化率等実績値（2020年度に完了した請負金額500万円以上の工事）

99.9%

99.8%

アスファルト・ 
コンクリート塊

建設発生土

目標値 99％以上

目標値 80％以上

99.7%

建設発生木材

目標値 95％以上

100.0%

建設汚泥

目標値 90％以上

99.5%

建設廃棄物全体

目標値 96％以上

99.9%

コンクリート塊

目標値 99％以上

※目標値：国の「建設リサイクル法基本方針」において設定された目標値

再資源化・縮減率再資源化率

建物内装材の分別解体

94.4% 100% 100% 100% 52.3%
石膏ボード 塩化ビニール管・

継手 畳 発泡スチロール 板ガラス

主な建物内装材の再資源化率

有効利用率

グリーン購入（物品、公共工事）

※解体により生じる品目とその地域の特性により再資源化率等は変動します。

※1　リースを含む。
※2　自動車等とは、カーナビゲーションシステム及び一般公用車タイヤの調達を含み、 

震災復興事業での雪道等の走行に必要な小型四輪駆動車の調達を含まない。

● 紙類
● 文具類
● オフィス家具等
● 電子計算機等※1

● 家電製品※1

● エアコンディショナー等※1

● 照明

● 自動車等※1※2

● 消火器
● 制服・作業服
● インテリア・寝装寝具
● その他繊維製品
● 災害備蓄用品
● 役務

調
達
物
品
・
役
務（
抜
粋
）

100%の調達率を達成
調達した118品目全てにおいて

※目標値100％

調達実績

100%の調達率を達成

● 再生加熱アスファルト混合物等
● 鉄鋼スラグ混入アスファルト 

混合物
● 再生骨材等
● 鉄鋼スラグ混入路盤材
● フライアッシュセメント
● 高炉セメント
● 生コンクリート（フライアッシュ）
● 生コンクリート（高炉）

● 下塗用塗料（重防食）
● バークたい肥等
● 下水汚泥を用いた 

汚泥発酵肥料 
（下水汚泥コンポスト）
● パーティクルボード
● 排出ガス対策型建設機械
● 低騒音型建設機械
● 大便器

特
定
調
達
品
目（
15
品
目
）

特定品目調達実績（数値目標がある品目）

※目標値100%（一部90%）

15品目全てにおいて
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資源の有効利用と廃棄物の削減に向けた取組
資源循環（廃棄物の削減）

ENVIRONMENT  環境活動

廃 棄 物 ・ C O 2 等 の 排 出 等エ ネ ル ギ ー ・ 物 資 の 投 入

■ 建設発生土の有効利用 現場内利用量　6,064.9千トン事業

建設廃棄物の
発生量

957.4
千トン

再資源化等  952.6千トン

最終処分 4.8千トン

再資源化施設への搬出など　952.6千トン再資源化施設への搬出など　952.6千トン
UR都市機構内での再資源化等 UR都市機構内での再資源化等  　 　0千トン0千トン

電気使用量 0.1億kWh 1.6
(0.04)

億kWh

億kWh

都市ガス 13.0万m3 (0.16)万m3

プロパンガス 0.1トン (10.8)トン

ガソリン 205.5kℓ (1.0)千kℓ

軽油 0.8kℓ (4.7)千kℓ

灯油 0kℓ (0.05)千kℓ

地域冷暖房 1.7万GJ ー

UR都市機構の2020年度における事業活動に伴うマテリアルフローは以下のとおりです。

■ アスベスト含有物処理量 1.30千トン

■ フロン回収量 0.86トン

2020年度のマテリアルフロー

■ 建設廃棄物※2 の発生量 （単位：千トン） 事業

コンクリート塊 570.4

アスファルト・コンクリート塊 178.1

建設発生木材 49.5

建設汚泥 102.2

建設混合廃棄物 12.9

その他分別された廃棄物※3 44.2
石膏ボード 0.22
塩化ビニール管・継手 0.06
畳 8.42
発泡スチロール 0.05
板ガラス 0.20

建設廃棄物全体 957.4

事 業 活 動

オフィス 事業

オフィス 事業

事業

■ エネルギー

■ 水
上水道 5.6万m3 32.3

(17.7)
万m3
万m3

中水道 0.7万m3 ー

■ 主要な建材・資材
生コンクリート 403.5千トン

アスファルト（アスファルト合材） 27.8千トン

鉄骨 1.4千トン

鉄筋 7.8千トン

木材（型枠用木材含む） 5.30千トン

オフィス 事業

■ PCBの保管状況

■ CO2 排出量※4 6.8千トン-CO2
85.4

(16.8)

千トン-CO2

千トン-CO2

■ 下水道量 6.0万m3 32.3

(13.2)

万m3

万m3

■ オフィス系ゴミ 0.4千トン ー

事業■ 建設廃棄物の最終処分量（単位：千トン）

コンクリート塊 0.03

アスファルト・コンクリート塊 0.01

建設発生木材 0.13

建設汚泥 0

建設混合廃棄物 3.0

その他分別された廃棄物※3 1.6
石膏ボード 0.01
塩化ビニール管・継手 0
畳 0
発泡スチロール 0
板ガラス 0.10

建設廃棄物全体 4.8

■ 処理を完了した汚染土量
掘削除去処理量 10.44千m3

原位置浄化処理量 0千m3

掘削浄化処理量 0千m3

封じ込め処理量 0千m3

固化・不溶化処理量 0千m3

コンデンサー・安定器など 合計1,873台

最終処分

他企業
・
他産業

オフィス

118品目
事業

41品目

グリーン購入

再資源化等
再資源化施設への搬出などUR都市機構内での再資源化等

※本年度は該当なし

ＵＲ賃貸住宅の
解体における
内装材の発生量

現地再生・現場内・工事間利用  （単位：千トン） 再資源化施設への搬出量・減量化量  （単位：千トン）
事業

コンクリート塊 0
アスファルト・コンクリート塊 0
建設発生木材 0
建設汚泥 0
建設混合廃棄物 0
その他廃棄物 0

建設廃棄物全体 0

事業

コンクリート塊 570.4
アスファルト・コンクリート塊 178.1
建設発生木材 49.4
建設汚泥 102.2
建設混合廃棄物 9.9

その他分別された廃棄物※3 42.6
石膏ボード 0.03
塩化ビニール管・継手 0.01
畳 0.38
発泡スチロール 0
板ガラス 0.07

建設廃棄物全体 952.6

ＵＲ賃貸住宅の
解体における
内装材の発生量

再資源化・縮減率  99.5%
再資源化施設への搬出など  99.5%
UR都市機構内での再資源化等 　　0%

ＵＲ賃貸住宅の
解体における
内装材の発生量

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※１ 建設工事に係るエネルギー投入量やCO2 排出量は、工事受注者の環境報告書等に計上されるが、
工事を発注、監理する立場で計上　

※２ 2020年度に完了した請負金額500万円以上の工事が対象　
※３ ＵＲ賃貸住宅の解体における内装材の発生量を含む　
※４ 電力の排出係数は2013年の電気事業者の実排出係数から算出

※1

※1
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NEW

※3R : Reduce（排出抑制） Reuse（再使用） Recycle（再生利用）

基盤整備における環境への配慮

建設副産物のリサイクルの推進

震災復興事業における環境への配慮
地元公共団体などと連携し、環境に配慮した街区などの計画、設計を行うとともに、工事における建設副産物のリサイクルを
効率的に行うなど、環境負荷低減を進めています。

建設副産物の３Rの推進
1988年からUR賃貸住宅の建替に伴って発生する建設副産物の３Ｒ※を積極的に推進しています。コンクリート、アスファルト

コンクリート、木材については、国の「建設リサイクル法基本方針」において2010年度の再資源化等率９５％という目標値が設
定されていますが、ＵＲ都市機構では2004年度にはすでにこの目標を達成しています。2020年度においては、解体工事を実施
した10団地において、分別解体を積極的に行い、廃棄物の削減及び建設副産物の再資源化に努めました。
建設副産物の発生抑制、減量化、再資源化などを行うため、工事受注業者に「再生資源利用計画書・実施書」及び「再生資
源利用促進計画書・実施書」の作成を義務付けています。2020年度の再資源化・縮減率等はP.23のとおりで、対象品目に対
する目標を全て達成しています。

資源の有効利用と廃棄物の削減に向けた取組
ENVIRONMENT  環境活動

資源循環（廃棄物の削減）

緩和策

１F店舗 ２F住戸

2021年５月23日、下図に示す関係者が連携して、北本団地
（埼玉県北本市）の既存住戸を有効活用した住宅付店舗（1F
店舗、2F住宅）のお披露目会が開催されました。これは、地域
活性化や若者が住み続けられるまちづくりを目的に、「MUJI×
URリノベーション」を実施したものです。
当店舗では、２Ｆ住宅をシェアして暮ら
す若者によるジャズ喫茶をベースに、
１F店舗で地域活性化のための多様
な活動（北本団地の50年の歴史を振
り返る写真展、理学療法士による健康
相談室等を予定）を行います。
今後は、当店舗が地域活性化や若者
が住み続けられるまちづくりのための
拠点となるために、関係者と引き続き
連携していきます。

UR賃貸住宅の既存ストックのうち、昭和50年代初期までに建
設された約40万戸が在来浴室※1となっています。在来浴室
は、商品性の観点からの改善ニーズがあり、また、在来浴室の
まま使用し続けた場合、劣化に伴う修繕費が増大する見通しと
なっています。そこで、抜本的なユニットバス※2 化の研究開発
を進めてきました。試験施工等を踏まえ、商品性の確保に目途
がついたところです。将来的な劣化に伴う修繕工事を減らすこ
とで廃棄物等の削減にもつながります。今後は、UR賃貸住宅

復興再生拠点整備に取り組んでいる原子力災害被災地であ
る福島県では、工事車両の増加・集中による一般車両への負
担が課題となっていますが、基盤造成工事を実施した棚塩地
区（福島県浪江町）においては、雨水排水管を整備するにあ
たり、一般的な管材と比較して軽量な管材を使用することで
資材運搬車両数を減らし、交通負荷及び CO2 排出量を削減
しました。
また、棚塩地区及び中野地区・双葉駅西側第一地区（双葉町）
では、環境省と連携して、除染土の仮置場で使用された放射
性物質を含まない土砂について、放射線の表面線量率を計測
し安全性を確認した上で受け入れ、盛土材として再利用する
ことで、土砂を遠方へ運搬することによる環境負荷を低減し
ています。
棚塩地区は、2020年9月末に事業完了し、再生可能エネル

既存ストックへの事業展開を進めるこ
とにより、既存ストックの良質化、商
品価値向上を図り、既存の建物を有
効に活用していきます。

ギーを利用した世界最大級の水素製造拠点「福島水素エネル
ギー研究フィールド」が稼働しています。また、中野地区におい
ても、「双葉町産業交流センター」等の立地が進んでいます。

地域活性化につながる既存ストックの有効活用（MUJI×URリノベーション）

社会ニーズに応える既存ストックの有効活用（浴室リノベーション）

東日本大震災復興支援の基盤整備工事における環境負荷低減の取組CASE 
STUDY

CASE 
STUDY

CASE 
STUDY

ユニットバス

※1 床や壁をタイルで貼り、そのタイルの下に下地
材で防水を施す工法を用いた浴室

※2 工場などであらかじめ壁や床・浴槽など必要
な部材を製作し、それを現場で組み立てる工
法でつくられた浴室

中野地区の様子（2021年１月撮影）

団地の長寿命化

耐久性を備えた建築物の建設
新たに建築物を建設する際は、長期の耐久性を備えたものにすることなどにより、将来の建設副産物の発生等を抑制しています。

KSI住宅システムの導入
省資源、廃棄物の削減に資する「機構型スケルトン・インフィル住宅システム（KSI住宅システム）」を開発し、都心部ならびに
超高層住宅に導入しています。KSI住宅とは、集合住宅の骨組みである躯体や共用設備（スケルトン）と住宅専用の内装や設備（イ
ンフィル）とを明確に分離し、躯体の耐久性及び内装の可変性を高めて長期使用を可能とした住宅です。

既存住宅ストックのリニューアル（適切な修繕・改修による継続管理）
昭和40年代～50年代前半に完成したUR賃貸住宅を中心に、内装や設備を現在のニーズに合わせてリニューアルし、 既存

の建物を有効に活用しています。 
また、新たな社会ニーズ（超高齢社会、子育て支援、地域の防災拠点）への対応について、UR賃貸住宅全体を活用したリニュー
アルを通じて推進しています。 

▪関係者連携図
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資源の有効利用

環境負荷低減に配慮した施工の誘導

地方都市再生における既存建物の有効活用
地方都市再生においては、地域経済の活性化とコンパクトシティの実現を図るため、地方公共団体や民間事業者等と連携し、
地域の特性や資源を活かしながら、遊休不動産や既存建物の有効活用、UR都市機構による土地等の保有を含めた低未利用地
の再編・再整備等を推進しています。

環境に配慮した計画の策定、工事の実施
事業予定地やその周辺の環境に配慮した事業計画を策定しています。なお、環境への影響が大きいと考えられる場合には、学
識経験者や地元にお住まいの方々などに参画いただいて環境評価に関する専門委員会などを設置し、より詳細な調査を実施し、
計画の調整や整備手法の検討を行っています。 
また、工事の実施にあたっては、2007年度より総合評価方式の評価項目に地球環境配慮への取組を追加し、設計図書に明
記された標準案を超える提案を求め、工事受注者の環境配慮を促しています。 

業務の効率化による環境負荷の低減
業務の効率化や、テレワーク勤務制度、始業時刻変更制度などの柔軟な働き方を進めており、環境負荷の低減にもつながって

います。

環境に配慮した計画
市街地の整備にあたっては、街区・地区単位で環境に配慮した計画・設計を進め、省エネや熱環境の改善を推進しています。

また、公共施設の整備にあたっては、地方公共団体などの関係機関と連携し、地区特性などを踏まえ、先導的な事例を含めた環
境配慮技術の導入などを推進しています。

資源の有効利用と廃棄物の削減に向けた取組
ENVIRONMENT  環境活動

資源循環（廃棄物の削減）

環境負荷の少ない事業執行に向けた取組
資源循環（廃棄物の削減）

ENVIRONMENT  環境活動

業務の効率化

街区・地区単位での環境負荷低減の推進
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